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被災地の復旧・復興については、住民の意向を尊重し、市及び県が主体的に取り組むとと

もに、国がそれを支援する等適切な役割分担の下、被災者の生活の再建及び経済の復興、再

度災害の防止に配慮した施設の復旧等を図り、より安全性に配慮した地域づくりを目指す

こと、また、災害により地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、可能な限り迅速かつ円

滑な復旧・復興を図る。 

 

第１項 地域の復旧・復興の基本方向の決定  

１ 市及び県は、被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案しつつ、迅

速な原状復旧を目指すか、又は更に災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図

る計画的復興を目指すかについて早急に検討し、復旧・復興の基本方向を定める。必要な

場合には、これに基づき復興計画を作成する。 

 

２ 被災地の復旧・復興は、住民の意向を尊重しつつ協同して計画的に行う。その際、男女

共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促進する。併せて、

障がいのある人、高齢者等の要配慮者の参画を促進する。 

 

３ 観光地や農作物などへの風評被害を防ぐため、関係機関と連携しながら、正確な被害情

報等を迅速かつ的確に発信する。 

 

４ 市及び県は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、県、他の地方公共団

体等に対し、職員の派遣その他の協力を求める。特に、他の地方公共団体に対し、技術職

員の派遣を求める場合においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用する。 

 

第 1節 復旧・復興計画 
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第２項 被災者等の生活再建等の支援  

 

１ 基本方針 

市及び県は、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給やその

迅速な処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による生活資金の継続的確

保、コミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたり、きめ細やかな支援を講

ずる。 

市及び県は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことがで

きるよう、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとと

もに、被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

また、被災者の救済及び自立支援や被災地域の総合的な復旧・復興対策等を推進する

ため、特に必要があるときは、災害復興基金の設立等、機動的、弾力的推進の手法につ

いて検討する。 

 

２ 対策 

市及び県は、被災者等の生活再建等を支援するために、次の措置を行う。 

 

住まいの確保 

生活資金等の支給等 

被災者の見守り、相談支援等 

被災者の中長期的な心のケア 

被災者等の生活再建等の支援        雇用の確保等 

迅速な罹災証明書の交付 

情報、サービスの提供等 

 

 

 

(1) 住まいの確保 

ア 復興過程の被災者については、仮設住宅等の提供により、その間の生活の維持を

支援し、必要に応じ、被災者の恒久的な住宅確保支援策として、災害公営住宅等

の整備、公営住宅等への特定入居等を行う。 

イ 災害危険区域等における被災者等の住宅再建に当たっては、防災集団移転促進事

業等を活用し、極力安全な地域への移転を推奨する。 

ウ 市は、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害 

認定調査など、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、 

それぞれの調査の必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等につ 

いて、被災者に明確に説明する。また、県は国と連携し、市の活動の支援に努め 

る。 
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(2) 生活資金等の支給等 

ア 被災者生活再建支援法に基づく被災者生活再建支援金の支給により、被災者の生

活再建を支援し、被災地の速やかな復興を図る。また、支援金の支給を迅速かつ

的確に行うため、申請に係る業務の実施体制の整備等を図る。 

 

イ 被災者生活再建支援法の適用条件に満たない規模の自然災害が発生した際には、

同法の趣旨を踏まえ、独自の支援措置を講ずることができるよう必要な措置を講

ずる。 

ウ 災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給

並びに災害援護資金の貸付及び生活福祉資金の貸付、母子父子寡婦福祉資金の貸付

を行う。 

        なお、災害弔慰金・災害障害見舞金の支給にあたり、市が設置する災害弔慰金等 

       支給審査会の運営を必要に応じて支援する。 

        また、県独自の支援措置として、県死亡弔慰金、県災害見舞金、子ども災害見舞 

金の支給を行う。 

エ 必要に応じ、税等についての期限の延長、徴収猶予及び減免、国民健康保険制度

等における医療費負担及び保険料の減免等の被災者の負担の軽減を図る。 

     (3) 被災者の見守り、相談支援等 

           市は、応急仮設住宅に入居する被災者等が、それぞれの環境の中で安心した日常 

生活を営むことができるよう、必要に応じて、関係機関と連携しながら、孤立防止 

等のための見守りや、日常生活上の相談支援等を行い、県はその取組を支援する。  

(4) 被災者等の中長期的な心のケア 

         災害復興期においては心的外傷後ストレス障害（PTSD）症状や生活再建プロセス 

で生じる二次的ストレスにより心身の変調が生じてくる事が多く、精神疾患に関する 

相談支援や被災者の心のケアに当たる支援者の支援などの強化が必要である。 

このため県は、市町村等が行う、精神保健相談、仮設住宅入居者等への訪問支援な 

どの個別支援をはじめとした心のケアに関する後方支援、技術的援助を関係機関と 

協力しながら中長期的に実施する。 

 

(5) 雇用の確保等 

被災者の働く場の確保のため、即効性のある臨時的な雇用創出策と、被災地の特性

を踏まえた産業振興の方向性に沿った職業訓練を通じた労働者の技能向上等による

中長期の安定的な雇用創出策を組み合わせて実施する。併せて、自営業、農林水産業、

中小企業等に対する経営の維持・再生、起業等への支援策の充実を図る。 

 

(6) 迅速な罹災証明書の交付 

ア 災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施す

るため、災害による住宅等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立
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し、遅滞なく住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。 

イ 市は、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が 

 撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法 

  より実施する。 

ウ 市は、罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明書

の交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の市町村や民間団体

との応援協定の締結、応援の受入体制の構築等を計画的に進めるなど、迅速な罹災

証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努める。 

エ 市は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部局 

とが非常時の情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて発災後に応急 

危険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実 

施できるよう努める。 

      オ 市は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用に 

ついて検討する。 

カ 市は、災害時の住家被害の調査の迅速化を図るため、県が開催する住家被害の調

査の担当者のための研修会等を活用する。 

 

(7) 情報、サービスの提供等 

ア 被災者の自立に対する援助、助成措置について、広く被災者に広報するととも

に、できる限り総合的な相談窓口等を設置する。居住地以外の市町村に避難した被

災者に対しても、従前の居住地であった地方公共団体と避難先の地方公共団体が協

力することにより、必要な情報や支援・サービスを提供する。 

イ 市は必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配

慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を積極的に作成及び活用し、被災

者の援護の総合的かつ効率的な実施に努める。 

ウ 県が災害救助法に基づき被災者の救助を行ったとき、市は被災者台帳を作成する

ために、被災者に関する情報の提供を県に要請する。 
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第３項 被災中小企業の復興の支援  

１ 基本方針 

市及び県は、被災中小企業の復興に向け、商工会・商工会議所等と連携しながら状況 

に合った支援を講じる。 

 

２ 対策 

 

                     

相談窓口の設置 

復興の支援        対策会議の開催     

特定大規模災害被災地の     

 

(1) 相談窓口の設置 

【県（産業労働部）】 

岡山県中小企業支援センター(岡山県産業振興財団内)に中小企業相談窓口を設置

し、発災直後から相談対応を行う。 

また、商工会・商工会議所が設置する相談窓口等で支援制度についての情報提供を

行う。 

 

(2) 対策会議の開催 

【県（産業労働部）】 

被災企業の現況や関係機関(国・金融機関等)が実施する支援策等の情報を共有す

るため、必要に応じて被災企業対策会議を開催する。 
 

(3) 制度融資「危機対策資金」の取扱 

【県（産業労働部）】 

セーフティネット保証４号の地域指定を受けた場合に、災害により売上高が減少し 

ている中小企業を支援する県制度融資「危機対策資金」の取扱を開始する。 
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第４項 公共施設等の復旧・復興計画  

 

１ 基本方針 

公共施設等の復旧計画は、被災者の生活再建を支援し、災害の防止に配慮した施設の

復旧等を図り、より安全性に配慮した地域振興のための基礎的な条件づくりを目指す。 

このため、復旧計画の策定に当たっては、迅速な原状復旧を基本としつつ、被災状況

等を勘案し、必要に応じて、さらに災害に強いまちづくりについても検討する。 

国及び県は、特定大規模災害等を受けた市から要請があり、かつ市の工事の実施体制

等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な復興のため必要があると認めるときは、その

事務の遂行に支障のない範囲で、市に代わって工事を行うことができる権限代行制度に

より、市に対する支援を行う。 

県警察は、市及び県と連携し、暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参

入・介入の実態把握に努めるとともに、関係行政機関、被災地方公共団体、業界団体等

に必要な働きかけを行うなど、復旧・復興事業から暴力団排除活動の徹底に努める。 

 

２ 対策 

 

基本方向の決定 

迅速な復旧事業計画の作成 

公共施設等の復旧・復興計画        さらに災害に強いまちづくり計画 

（復興計画）の作成 

特定大規模災害被災地の復興 

 

 

(1) 基本方向の決定 

【瀬戸内市、県（関係各部等）】 

市及び県は、社会・経済活動の早期回復や被災者の生活支援のため、公共施設等の

復旧に当たっては、実状に即した迅速な復旧を基本とし、早期の機能確保に努め、被

災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案したうえで、必要に応じ

て、さらに災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決を図る計画的復興につい

ても検討する。 

 

(2) 迅速な復旧事業計画の作成 

【瀬戸内市、県】 

市及び県は、公共施設等の復旧に当たっては、事前協議制度や総合単価制度などの

活用を図り、早急な災害査定に努めるとともに、迅速な復旧を目標とした復旧計画を

策定し、緊急度の高いものから順次復旧していく。 

また、再度の災害防止等の観点から、可能な限り改良復旧を行う。 
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(3) さらに災害に強いまちづくり計画（復興計画）の作成 

【瀬戸内市、県】 

市及び県は、被害想定を踏まえ、平常時から復興段階におけるまちづくりに必要な

施策の検討、住民合意プロセスを含めた事業実施の手順等を整理した指針やガイド

ラインを作成するなど、計画的な復興に備えることが重要である。 

また、公共施設等の復旧に当たっては、被災状況、地域の特性及び関係公共施設管

理者の意向等を勘案し、必要と判断した場合には、可及的速やかに、さらに災害に強

いまちづくり計画（復興計画）を作成する。 

指針やガイドライン、復興計画の作成に当たっては次の点に留意する。 

ア 関係住民の意向の尊重 

さらに災害に強いまちづくり計画（復興計画）を作成する場合には、従来の都市構

造が大幅に変更になることが予想されることから、関係住民の意向を尊重し計画に

反映させるよう努めることとし、新たなまちづくりの展望、計画決定までの手続き、

スケジュール等についての情報を積極的に住民へ提供する。 

イ 土地区画整理事業や都市再開発事業等の活用 

計画の実施に当たっては、土地区画整理事業や都市再開発事業等を活用するとと

もに、道路の拡幅、オープンスペースの確保、耐震性貯水槽の設置、ライフラインの

耐震化等を盛り込む。 

ウ 被災市街地復興特別措置法等の活用 

建築物の相当数が滅失している地域においては、必要に応じ、被災市街地復興特別

措置法による被災市街地復興推進地域を定め、建築行為の制限や土地区画整理事業

等の特例を活用するとともに、復興計画のスムーズな実施に努める。 

エ 学校とまちづくりの連携 

市及び県は、被災した学校施設の復興に当たり、学校の復興とまちづくりの連携を

推進し、安全・安心な立地の確保、学校施設の防災対策の強化及び地域コミュニティ

の拠点形成を図る。 
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第５項 激甚災害の指定に関する計画   

 

１ 基本方針 

甚大かつ広範囲に及ぶと思われる地震被害に対して早急な復旧を図るためには、多方

面に及ぶ国の支援が不可欠であり、特に復旧事業の財源確保においては、激甚災害に対

処するための特別の財政援助等に関する法律（以下「激甚法」という。）に基づく国に

よる激甚災害の早期指定が、復旧事業の進捗を左右する極めて重要な手続きであること

に鑑み、国の激甚災害指定に向けた各種情報収集の必要性や早期指定に向けた国への働

きかけについて定める。 

 

２ 対策 

 

激甚災害の指定に関する計画        被害情報の収集 

激甚災害の早期指定 

 

 

(1) 被害情報の収集 

【瀬戸内市、県（関係各部等）】 

激甚法による国の激甚災害の指定は、激甚法等に規定する基準を満たす都道府県

及び市町村について、必要と認められる措置を個別に政令において指定することと

なっており、市及び県においては、国の早期指定のためにも、各種施設毎の正確かつ

迅速な情報の収集を行う必要がある。 

ア 瀬戸内市 

市は、市内の被害状況の収集に努め、県が行う調査等について協力する。 

イ 県 

各部局はそれぞれが所管する公共施設等に関する被害状況の収集に努め、その被

害の程度を速やかに知事に報告するとともに、その指示に従い、激甚法等において規

定する事業種別に、被害額、復旧事業に要する負担額その他必要な事項について調査

する。 
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(2) 激甚災害の早期指定 

【県】 

激甚災害には、被害規模が著しく大きくかつ被災地域が広範囲にわたる災害が発

生したごとに指定する「本激」と、年間の災害査定後、ある市町村において被害が一

定基準を超えれば当該市町村を指定する「局激」がある。県では被害状況を勘案し、

これらの指定について、防災所管課である危機管理課が総合的な窓口として、国との

連絡調整に努めるとともに、各関係部局においても、国の関係省庁との連絡を密接に

し、早期指定の促進を図る。 

 

（激甚災害指定のフロー） 
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第６項 津波災害からの復興計画  

 

１ 津波による被害を受けた被災地復興（防災まちづくり） 

被災地の復興では、災害前の状況に戻すことにとどまらず、より優れた状態とする

「よりよい復興」の実現を目指すべきである。このため、市及び県は、必要に応じ、再

度の災害防止とより快適な都市環境を目指し、以下の点に留意して住民の安全と環境保

全等にも配慮した防災まちづくりを実施する。その際、まちづくりは現在の住民のみな

らず将来の住民のためのものという理念のもとに、計画作成段階から住民との対話を十

分行い、都市のあるべき姿を明確にし、住民との協働により将来に悔いのないまちづく

りに取り組む。 

なお、復旧・復興のあらゆる場、組織に女性、障がいのある人、高齢者等の要配慮

者の参画を促進する。 

(1) 高台移転も含めた総合的な市街地の再整備 

津波による被害を受けた被災地について、津波に強いまちづくりを図る観点から、

住民等の参加の下、高台移転も含めた総合的な市街地の再整備を行う。 

その際、時間の経過とともに被災地域への再移転が行われないよう、津波災害特別

警戒区域等による土地利用や建築制限等を行うことについても検討する。 

 

(2) 浸水の危険性の低い地域の土地利用計画 

必要に応じ、浸水の危険性の低い地域を居住地域とするような土地利用計画を策

定する。 

 

(3) 短時間で避難可能な避難場所等の計画的整備 

短時間で避難が可能となるような避難場所・津波避難ビル等、避難路・避難階段な

どの避難関連施設の都市計画と連携した計画的整備等を行う。その際、都市公園等の

オープンスペースの確保等は、単に避難場所としての活用、臨時ヘリポートとしての

活用など防災の観点だけでなく、地域の環境保全、レクリエーション空間の確保、景

観構成に資するものであり、その点を十分住民に対し説明し理解と協力を得るよう

に努める。 

 

２ 農林水産漁業の復興支援 

市及び県は、津波災害が沿岸部の農林漁業者に対して、壊滅的な被害をもたらす場合

があることから、農地の塩害対策及びガレキ等の撤去、漁場及び水産業の一体的復旧等

十分留意して行う。 
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第１項 災害復旧事業に伴う財政援助・助成計画  

 

１ 基本方針 

災害復旧事業の迅速かつ円滑な実施には、国における財政援助が不可欠であるが、災

害復旧事業費の決定は、市長が提出する資料及び実地調査の結果等に基づいて決定され

るものであることから、関係機関は復旧事業費の決定及び決定を受けるための早期の査

定実施が可能となるよう努める。 

 

２ 対策 

 

災害復旧事業に伴う        法律等により一部負担又は補助するもの 

財政援助・助成計画        激甚災害に係る財政援助措置 

 

 

(1) 法律等により一部負担又は補助するもの 

災害復旧事業については、個別の法律等により国が全部又は一部を負担し、又は補

助することとなっており、その対象となる事業は次のとおりであり、これら事業を積

極的に活用することにより、迅速な施設復旧を図る。 

ア 法律 

(ｱ) 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

(ｲ) 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

(ｳ) 公営住宅法 

(ｴ) 土地区画整理法 

(ｵ) 海岸法 

(ｶ) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

(ｷ) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

(ｸ) 予防接種法 

(ｹ) 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 

(ｺ) 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法（以下、

「天災融資法」という。） 

(ｻ) 防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律 

 

第 2節 財 政 援 助 等 
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イ 要綱等 

(ｱ) 公立諸学校建物其他災害復旧費補助 

(ｲ) 都市災害復旧事業国庫補助 

(ｳ) 上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助 

 

(2) 激甚災害に係る財政援助措置 

激甚法に基づき激甚災害の指定を受けた場合には、各復旧事業に関する特別の財

政援助措置がとられることとなっている。その対象は次のとおりとなっており、市及

び県は、被害の状況を速やかに調査し、国との連絡を密にし、早期に激甚災害の指定

を受けられるよう努める。 

ア 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

(ｱ) 公共土木施設災害復旧事業 

(ｲ) 公共土木施設災害関連事業 

(ｳ) 公立学校施設災害復旧事業 

(ｴ) 公営住宅等災害復旧事業 

(ｵ) 生活保護施設災害復旧事業 

(ｶ) 児童福祉施設災害復旧事業 

(ｷ) 老人福祉施設災害復旧事業 

(ｸ) 身体障害者更生援護施設災害復旧事業 

(ｹ) 婦人保護施設災害復旧事業 

(ｺ) 感染症指定医療機関災害復旧事業 

(ｻ) 感染症予防事業 

(ｼ) 堆積土砂排除事業（公共的施設区域内、公共的施設区域外） 

(ｽ) 湛水排除事業 

イ 農林水産業に関する特別の助成 

(ｱ) 農地等の災害復旧事業に係る補助の特別措置 

(ｲ) 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

(ｳ) 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 

(ｴ) 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置の特例 

(ｵ) 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

(ｶ) 土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 

(ｷ) 共同利用小型漁船の建造費の補助 

(ｸ) 森林災害復旧事業に対する補助 

ウ 中小企業に対する特別の助成 

(ｱ) 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

(ｲ) 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金の償還期間の特例 

(ｳ) 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 
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エ その他の財政援助措置 

(ｱ) 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 

(ｲ) 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

(ｳ) 市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 

(ｴ) 母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付けの特例 

(ｵ) 水防資材費の補助の特例 

(ｶ) 罹災者公営住宅建設事業に対する補助の特例 

(ｷ) 公共土木施設、公立学校施設、農地・農業用施設及び林道の小災害復旧事業に

対する特別の財政援助 

(ｸ) 雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 
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第２項 災害復旧事業に必要な融資及びその他の資金計画  

 

１ 基本方針 

地震により被害を受けた個人、法人及び団体等の復旧を促進し、被災者の生活の安

定、社会経済活動の早期回復を図るため、災害復旧に関する各種の融資制度を整理する

とともに、市、県、金融機関及びその他の関係機関において講ずべき措置を明確にす

る。 

 

２ 対策 

 

     個人被災者への融資等 

災害復旧事業に必要な融資及び        被災中小企業への融資等 

その他の資金計画              農林漁業関係者への融資等 

     住宅関連融資等 

 

 

(1) 個人被災者への融資等 

【瀬戸内市、県（危機管理課、子ども・福祉部）、県社会福祉協議会】 

地震により被害を受けた個人の生活の安定のため、市、県及びその他の関係機関は

次の生活支援策を実施する。 

ア 災害弔慰金の支給 （市） 

地震により死亡した者の遺族に対して市を通じて災害弔慰金を支給する。 

イ 災害障害見舞金の支給 （市） 

地震により精神又は身体に重度の障害を受けた者に対して市を通じて災害障害見

舞金を支給する。 

ウ 被災者生活再建支援金 

被災者生活再建支援法に基づき、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受

けた者に対し、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活

再建支援金を支給する。 

    エ  県死亡弔慰金、県災害見舞金の支給（県） 

自然災害により死亡した者の遺族に対して県死亡弔慰金を支給する。また、自然災

害により住家が全壊した場合その世帯主に対して、県災害見舞金を支給する。 

オ 子ども災害見舞金の支給（県） 

自然災害により、主に住居の用に供している建物が全壊、大規模半壊、半壊、床上

浸水のいずれかの被害を受けた子どもを養育している者に、県は子ども災害見舞金

を支給する。 

カ 災害援護資金の貸付 （市） 

地震により被害を受けた世帯の世帯主に対して市を通じて災害援護資金を貸し付
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ける。 

キ 生活福祉資金の貸付 （県社会福祉協議会） 

地震により被害を受けた低所得者等に対して、速やかに自立更生させるため、社会

福祉協議会を通じて、生活福祉資金を貸し付ける。 

ク 母子父子福祉資金の貸付 （市、県） 

地震により被害を受けた母子又は父子世帯及び児童に対して、市及び県は母子父

子福祉資金を貸し付ける。 

 

ケ 公的負担の免除等 

市及び県は、被災状況等を勘案し、必要に応じて税等の期限の延長、徴収猶予及び

減免の措置をとることとし、国に対しても同様の措置を行うよう要請する。 

コ 罹災証明書の交付 

市は、上記の支援策を早期に実施するため、地震発生後早期に罹災証明書の交付体

制を確立し、被災者に対して罹災証明書を交付する。 

サ 被災者への広報 

市は、被災者の自立に対する援助、助成措置について、被災者への広報に努め、可

能な限り総合的な相談窓口等を設置する。 

 

(2) 被災中小企業への融資等 

【瀬戸内市、国、県（産業労働部）】 

地震により被害を受けた中小企業者の再建を促進するため、岡山県中小企業支援

資金や政府系中小企業金融機関の融資により、施設の復旧等に必要な資金の融資が

迅速かつ円滑に行われるよう、市及び県は次の措置を実施する。 

ア 中小企業関係の被害状況、資金需要等について調査し、その現状の早期の把握に

努め、政府及び政府系中小企業金融機関等に対し、融資の協力を要請する。 

イ 金融機関に対し、被害の状況に応じ、貸付手続きの簡易迅速化、貸付条件の緩和

等について要請する。 

ウ 信用保証協会の保証枠の拡大を要請し、資金の円滑化を図る。 

エ 特別融資制度の創設、既往債務の負担軽減、税制上の特別措置などについて国に

要請する。 

オ 市及び中小企業関係団体を通じて特別措置の中小企業者への周知徹底を図るとと

もに、経営相談窓口を充実させ、中小企業者の経営指導に努める。 

カ 岡山県中小企業支援資金融資制度による融資を優先的に行う。 

キ 市、国及び県は、被災中小企業等に対する援助、助成措置について、広く被災者

に広報するとともに、相談窓口等を設置する。 

 

(3) 農林漁業関係者への融資等 

【瀬戸内市、県】 

地震により被害を受けた農林漁業者又は農林漁業者の組織する団体に対し、農林
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漁業の生産力の維持増進と経営の安定を図るため、災害復旧資金の融通を中心に市

及び県は次の措置を実施する。 

ア 天災融資法による経営資金等の融資措置の促進並びに利子補給及び損失補償を実

施する。 

イ 株式会社日本政策金融公庫法に基づく災害復旧資金の融資あっせんを実施する。 

ウ 農業災害補償法に基づく農業共済団体等に対し、災害補償業務の迅速、適正化を

図るよう要請する。 

 

(4) 住宅関連融資等 

【瀬戸内市、県（土木部）】 

市及び県は、被災地における損壊家屋の状況を調査し、住宅金融支援機構法の規定

による次の資金の融通が適用される場合は、地震により住宅に被害を受けた者に対

して、当該資金のあっせんを行う。 

ア 災害復興住宅資金 

イ 地すべり等関連住宅資金 

ウ 宅地防災工事資金 

エ 産業労働者住宅資金 

オ マイホーム新築資金 

カ リフォームローン 
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第３項 義援金の配分計画  

 

１ 基本方針 

災害時には各方面から義援金が寄託されるが、寄託された義援金は、速やかにかつ公

平に被災者に配分・支給される必要があるため、義援金の募集、受付、配分等の基本的

な事項について定める。 

 

２ 対策 

【瀬戸内市、県（子ども・福祉部）、義援金品募集団体】 

(1) 義援金の募集 

市及び県は、大規模な災害が発生し、必要があると認めたときは、日本赤十字社岡

山県支部、社会福祉協議会、共同募金会等関係団体と協力して、義援金を募集する。 

 

(2) 義援金の受付 

市、関係団体及び県は、義援金の受付窓口を開設し、寄託される義援金を受け付け

る。 

 

(3) 義援金の配分 

市、関係団体及び県等は、義援金配分委員会を組織し、義援金の配分割合、配分方

法等について協議し、決定する。その際、配分方法を工夫するなどして、できるだけ

迅速な配分に努める。 
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第１項 復興本部の設置  

市は、大規模災害等により地域が壊滅し、甚大な被害が発生したことにより、地

域の総合的な復興が必要と認める場合は、被災後速やかに復興本部を設置する。 

 

第２項 復興計画  

市は、迅速に復興が図れるよう、大規模災害からの復興に関する法律が適用される

大規模災害を受けた地域において、被災地域の特性を踏まえ、同法第 10条に基づく

復興計画を策定することができる。 

市の復興計画は、国の復興基本方針及び県の復興方針に即して、県と共同で策定す

ることができる。 

市は、国や県、関係機関の計画やそれに基づく取組とも整合が図れるよう調整する。 

市は、復興計画を策定する場合、基本理念や基本目標など復興の全体像を住民に明

らかにするとともに、次に掲げる事項について定める。また、計画の策定過程におい

ては、地域住民の理解を求め、女性や要配慮者等、多様な主体の参画の促進を図りつ

つ、合意形成に努める。 

 

１ 復興計画の区域 

２ 復興計画の目標 

 ３ 人口の現状及び将来の見通し、計画区域における土地利用に関する基本方針、そ

の他復興に関して基本となるべき事項 

 ４ 復興の目標を達成するために必要な事業に係る実施主体、実施区域その他内閣府

令で定める事項 

 ５ 復興整備事業と一体となってその効果を増大させるために必要な事業又は事務そ

の他地域住民の生活及び地域経済の再建に資する事業又は事務に関する事項 

 ６ 復興計画の期間 

 ７ その他復興事業の実施に関し必要な事項 

 

 

 

第 3節 復興本部の設置及び復興計画 


